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廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等 

の施行について（通知） 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成22年法律第34号。以下「改正法」

という。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成22年政令第248

号。以下「改正令」という。）及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則等の一部を改正す

る省令（平成23年環境省令第１号。以下「改正規則」という。）の施行については、平成23年２月

４日付け環廃対第110204004号・環廃産第110204001号により大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長

から通知されたところであるが、なお下記の事項に留意の上、その運用に当たり遺漏なきを期する

とともに、貴管下市町村等に対しては、貴職より周知願いたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的

な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第一 ～ 第十五（略） 

 

第十六 建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任を明確化するための措置 

１  建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理の責任 

法第21条の３第１項が適用される「建設工事」とは、土木建築に関する工事であっ 

て、広く建築物その他の工作物の全部又は一部の新築、改築、又は除去を含む概念で 

あり、解体工事も含まれること。 

２  下請負人が行う廃棄物の運搬に係る例外 

（１）法第21条の３第３項の環境省令で定める廃棄物は、次のいずれにも該当する廃 

棄物とすること（規則第18条の２）。 



①  次のいずれかに該当する工事に伴い生ずる廃棄物であること。 

ア 解体工事、新築工事又は増築工事以外の建設工事（維持修繕工事）であって、 

その請負代金の額が500万円以下の工事。 

「請負代金の額」とは、発注者からの元請負代金をいうこと。 

正当な理由に基づいて契約を分割したときを除き、建設工事を同一の者が二 

以上の契約に分割して請け負う場合においては、これを一の契約で請け負つた 

ものとみなして、これを適用すること。正当な理由としては、事故、災害等に 

より建築物その他の工作物が崩壊しつつあり、緊急に修繕の必要がある場合な 

どが考えられること。 

イ 引渡しがされた建築物その他の工作物の瑕疵の補修工事であって、その請負 

代金相当額が500万円以下の工事。 

「瑕疵の補修工事」とは、新築工事等の完了後、それらの工事の一環として 

行われる修繕工事をいうこと。新築工事等の請負代金の額は500万円を超える 

場合であっても、瑕疵の補修工事の請負代金相当額が500万円以下であれば、 

この要件に該当すること。 

②  特別管理廃棄物以外の廃棄物であること。 

③  一回当たりに運搬される量について、巻尺その他の測定器具を用いて簡易な方 

法により一立方メートル以下であることが測定できるもの又は一立方メートル以 

下であることが明確な運搬容器を用いて運搬するものであること。 

④  当該廃棄物を生ずる事業場の所在地の属する都道府県又は隣接する都道府県の 

区域内に存し、元請業者が所有権又は使用する権原を有する施設（積替え又は保 

管の場所を含む。）に運搬されるものであること。 

なお、使用する権原を有する施設とは、元請業者が第三者から貸借している場 

合のほか、下請負人又は中間処理業者から貸借している場合も含まれること。ま 

た、元請業者と廃棄物の処理の委託契約をした廃棄物処理業者の事業の用に供す 

る施設（積替え又は保管の場所を含む。）に、下請負人が当該廃棄物を運搬する 

場合についても、元請業者が使用する権原を有する施設に運搬されるものである 

と解釈されること。 

⑤  当該廃棄物の運搬途中において保管が行われないものであること。 

 

（２）下請負人が法第21条の３第３項の規定により事業者とみなされるのは、環境省 

令で定める廃棄物について建設工事に係る書面による請負契約で定めるところによ 

り自ら運搬を行う場合に限られることから、運搬を行う廃棄物が環境省令で定める 

廃棄物である旨について個別の建設工事における請負契約で定める必要があるこ 

と。ただし、建設工事が基本契約書に基づくものである場合、建設工事に伴い生ず 

る廃棄物が（１）に掲げる要件に該当するものであるか否かについては個別の建設 

工事ごとに判断が必要であり、請負契約の基本契約書の締結時点では特定が困難で 

あること。そこで、請負契約の基本契約書等の建設工事に係る書面による請負契約 

において、個別の建設工事ごとに次の事項を記載した別紙を交わす旨を記載し、個 

別の建設工事ごとに別紙を交わすことで足りるものとすること。別紙の作成につい 



ては、別記様式を参考とすること。 

① 元請業者及び下請負人の氏名又は名称、住所及び電話番号 

②  当該廃棄物を生ずる事業場の所在地 

③  発注者の氏名又は名称及び住所 

④  運搬する廃棄物の種類及び一回当たりの運搬量 

⑤  運搬先の施設の所在地 

⑥  運搬先の施設について元請業者が所有権又は使用権原を有する旨の元請業者の 

誓約 

⑦  運搬を行う期間 

⑧  運搬を行う従業員の氏名 

⑨  運搬車の車両番号 

⑩  当該建設工事が維持修繕工事である場合には、請負代金の額が500万円以下で 

ある旨の元請業者の誓約 

⑪  当該建設工事が瑕疵補修工事である場合には、建築物等の引渡しがされた年月 

日及び請負代金相当額が500万円以下である旨の元請業者の誓約 

（３）下請負人が法第21条の３第３項の規定により産業廃棄物の運搬を行う場合には、 

当該下請負人には産業廃棄物処理基準が適用されることとなり、当該運搬を行う船 

舶又は運搬車に、当該運搬が同項に規定する場合において行われる運搬であること 

を証する書面を備え付けなければならないこと（規則第７条の２第３項及び第７条 

の２の２第４項）。 

具体的には、当該廃棄物が環境省令で定める廃棄物であることを証する書面及び 

当該運搬が建設工事に係る書面による請負契約で定めるところにより自ら運搬を行 

うものであることを証する書面を備え付ける必要があること。 

まず、当該廃棄物が環境省令で定める廃棄物であることを証する書面として、別 

記様式に基づき作成した別紙又はその写しを備え付けるものとすること。 

別紙については、請負契約の基本契約書を補完するものであり、元請業者及び下 

請負人が当該運搬を把握することが必要であることから、元請業者及び下請負人の 

双方が押印したものであることが必要であること。なお、押印については、請負契 

約の基本契約書において定められた建設工事の責任者（工事事務所長等）又は当該 

基本契約書の締結者（支店長等）の押印又は署名で足りるものとすること。 

次に、当該運搬が建設工事に係る書面による請負契約で定めるところにより自ら 

運搬を行うものであることを証する書面として、当該別紙が請負契約の基本契約書 

に基づくものであることが確認できるよう、請負契約の基本契約書の写しを備え付 

けるものとすること。ただし、注文請書等により、当該別紙が請負契約の基本契約 

書に基づくものであることが確認できる場合には、当該注文請書等を備え付けるこ 

とで足りるものとすること。 

 

（４）建設工事に係る請負契約に「下請負人が自ら運搬を行う」旨の定めがある場合 

であっても、当該運搬が法第21条の３第３項の要件を満たさない場合には、当該運 

搬は下請負人が自ら運搬を行っているものとはされないこと。したがって、法第21 



条の３第３項の要件を満たさずに廃棄物処理業の許可を有しない下請負人が運搬を 

行った場合において、当該運搬が元請業者の委託（指示又は示唆により行われた場 

合を含む。）によるものであるときは、元請業者は委託基準違反となり、下請負人 

は無許可営業となること。 

なお、法第21条の３第３項により下請負人が事業者とみなされるのは自ら行う運 

搬に関してのみであり、廃棄物の処分は元請業者又は元請業者の委託を受けた者が 

行わなければならないこと。 

 

３ 下請負人が行う廃棄物の処理の委託 

下請負人が廃棄物の運搬又は処分を他人に委託した場合、法第21条の３第４項によ 

り、当該下請負人に委託基準及び管理票を交付する義務等の廃棄物の処理の委託に関 

する規定が適用されること。 

ただし、当該廃棄物が産業廃棄物であり、かつ、当該下請負人が廃棄物処理業者で 

ある場合において、元請業者から委託を受けた当該廃棄物の処理を他人に委託すると 

きは、受託した産業廃棄物の処理の再委託であり、従前どおり、当該元請業者には委 

託基準等が、当該下請負人には再委託基準等が適用されるものであり、法第21条の３ 

第４項の規定は適用されないこと。 

 

 

４  元請業者に対する措置命令 

建設工事に伴い生ずる産業廃棄物について、下請負人により不適正処理が行われた 

場合であっても、元請業者が委託基準及び再委託基準に則って適正にその処理を委託 

していたときは、当該元請業者は措置命令の対象とはならないこと。しかし、当該元 

請業者が委託基準又は再委託基準に違反した不適正な委託を行っていた場合には、当 

該元請業者は排出事業者責任を果たしたものとは考えられないため、措置命令の対象 

となること。 

また、元請業者が委託基準及び再委託基準に則って適正にその処理を委託をしてい 

た場合でも、元請業者が下請負人に対して不適正処理をすることを要求し、依頼し、 

若しくは唆し、又は下請負人が不適正処理することを助けた場合や、処理に関し適正 

な対価を負担していない場合等には、元請業者は、法第19条の５第１項第５号又は第 

19条の６の規定に基づき、措置命令の対象となること。 

 

第十七 ～ 第二十七（略） 

 


